
5

Ⅱ．経営戦略
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57,304

61,633
64,147 64,500

62,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

H20/9 H21/9 H22/9 H23/3計画 H23/3計画

預金・譲渡性預金残高と当行順位

7位7位

７位７位

（億円）

中計
目標

中計
目標

１．中期経営計画の進捗状況①計数計画

34,791
36,548

38,273 39,000 39,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

H20/9 H21/9 H22/9 H23/3計画 H23/3計画

貸出金残高と当行順位

11位11位

中計
目標

中計
目標

（億円）

491 456
506

951
1,000

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H20/9 H21/9 H22/9 H23/3計画 H23/3計画

業務粗利益と当行順位

9位9位

中計
目標

中計
目標

（億円）

109

82

119

185

250＋α

0

50

100

150

200

250

300

H20/9 H21/9 H22/9 H23/3計画 H23/3計画

当期純利益と当行順位

4位4位

中計
目標

中計
目標

（億円）

中計目標比＋２，５００億円中計目標比＋２，５００億円

7位7位
１２位１２位12位12位

中計目標を必達中計目標を必達

預金・貸出金の量的拡大については、中期経営計画（Ｈ２０/４～Ｈ２３/３）最終目標を必達預金・貸出金の量的拡大については、中期経営計画（Ｈ２０/４～Ｈ２３/３）最終目標を必達

９位９位
７位７位12位12位

8位8位

グランドビジョン
～地銀トップ５入りを目指して～
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新設店の貸出金残高

1,571 1,634 1751

1,865

508
609

732464
605

726

1,7151,546

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H13/9 H14/9 H15/9 H16/9 H17/9 H18/9 H19/9 H20/9 H21/9 H22/9

兵庫

奈良

滋賀

大阪

京都

１．中期経営計画の進捗状況②店舗戦略

２０年度 ２１年度 ２２年度(H22.12.2現在の公表ベース） 合計

京都府 長岡今里支店 円町支店、山科小野支店、二条駅前支店 ４ヵ店

大阪府 堺支店、豊中支店 吹田支店 新石切支店（H23/1予定）、交野支店（H23/1予定） ５ヵ店

滋賀県 南草津支店 大津支店、石山支店 八日市支店、水口支店（H23/3予定） ５ヵ店

奈良県 生駒支店 １ヵ店

兵庫県 伊丹支店 JR尼崎駅前支店 ２ヵ店

合計 ４ヵ店 ６ヵ店 ７ヵ店 １７ヵ店

（億円）

5,100
4,565

23（京都）

新設店の預金・譲渡性預金残高

535
763

964

1,408
501

569

671

356

464

439

1,214

1,056

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H13/9 H14/9 H15/9 H16/9 H17/9 H18/9 H19/9 H20/9 H21/9 H22/9

兵庫

奈良

滋賀

大阪

京都

（億円）

3,530
3,012

47（京都）

京都府京都府

大阪府大阪府

奈良県奈良県

当行の店舗数

107

24

12
67
1

0

30

60

90

120

150

180

H13/9 H14/9 H15/9 H16/9 H17/9 H18/9 H19/9 H20/9 H21/9 H22/9 H23/3

東京

兵庫

奈良

滋賀

大阪

京都

滋賀県滋賀県

兵庫県兵庫県

中期経営計画＜３ヵ年＞期間中に１７ヵ店を新規出店　（開設予定含む）

（ヵ店）
１５７

平成１２年１２月に滋賀県初出店以降、広域化戦略を展開平成１２年１２月に滋賀県初出店以降、広域化戦略を展開

（予定）

水口支店
平成２３年３月開設予定

新石切支店
平成２３年１月開設予定

交野支店
平成２３年１月開設予定
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円町支店
平成２２年９月１３日開設

円町支店
平成２２年９月１３日開設

墨染支店
平成２２年１１月８日新築移転

久御山町支店
平成２２年６月１４日新築移転

長岡支店
　平成２３年春　新築建替予定

二条駅前支店
平成２２年１０月２５日開設

二条駅前支店
平成２２年１０月２５日開設

山科小野支店
平成２２年１０月１２日開設

山科小野支店
平成２２年１０月１２日開設

地下鉄　二条 駅

店舗空白エリア、沿線開発により利用増加が見込めるエリアに積極的に出店

地下鉄　東西線１日あたり乗降客数

255
260

288

200

220

240

260

280

300

１８年度 １９年度 ２０年度

平成２０年１月延伸開通

地下鉄 東西線

地下鉄　小野 駅

平成１６年１１月延伸開通

（千人）

　地下鉄東西線　年表
平成９年１０月
　醍醐 － 二条間開通
平成１６年１１月
　六地蔵 － 醍醐間延伸開通
平成２０年１月
　二条 － 太秦天神川間延伸開通

　地下鉄東西線　年表
平成９年１０月
　醍醐 － 二条間開通
平成１６年１１月
　六地蔵 － 醍醐間延伸開通
平成２０年１月
　二条 － 太秦天神川間延伸開通

京都府エリアのマーケット

（出所）

２．京都府内の状況①店舗戦略

出所：京都市ＨＰより、当行作成

当行の府内店舗数

（Ｈ２３／３末予定）
１０７ヵ店

人口＊1 ２６２万人 （１３位）

民営事業所総数＊2 １３万ヵ所 （１２位）

工場立地動向＊3 １０件 （３３位）

新設住宅着工戸数＊4 １．５万戸 （１２位）

県内総生産（名目）＊5 １０．０兆円 （１３位）

＊1 総務省｢人口推計｣（平成２１年）
＊2 総務省｢事業所･企業統計調査｣（平成１８年）
＊3 経済産業省｢工場立地動向調査｣（平成２１年）
＊4 国土交通省｢建築着工統計調査｣（平成２１年）
＊5 内閣府経済社会総合研究所｢県民経済計算｣（平成１９年）
（　　）内は全国順位

１階が当行の店舗部分
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京都府全体の預金残高（NCD除く）およびシェアの推移

17.0

16.3
15.9

15.7
15.415.3

17.3
16.8

27.2%27.2%
26.4%26.6%

25.8%

25.1%24.6% 24.9%

22.0%22.3%

23.9%
23.3%

24.4%

25.4%
26.1%

26.7%

37.1%
36.3%36.5%36.2%35.9%35.7%

35.2%
35.9%

12

13

14

15

16

17

18

H15/9 H16/9 H17/9 H18/9 H19/9 H20/9 H21/9 H22/9

20%

25%

30%

35%

40%

京都府内預金(左軸） 当行 都市銀行 信用金庫

京都府全体の貸出金残高およびシェアの推移

9.49.39.29.3
9.4 9.4 9.5 9.5

26.1% 26.5% 26.6%
27.4% 28.0%

24.7%
23.9%

25.3% 24.4%
23.5% 23.7%

22.4%
20.9%

28.7%
27.2%

25.9%

36.7%36.4%35.9%
37.4% 37.9% 37.5% 37.7%

38.5%

5

6

7

8

9

10

11

12

H15/9 H16/9 H17/9 H18/9 H19/9 H20/9 H21/9 H22/9

20%

26%

32%

38%

43%

京都府内貸出金（左軸） 当行 都市銀行 信用金庫

（兆円） （兆円）

当行の京都府内貸出金残高

22,409 22,865
23,607

24,553 25,012 25,471
26,261 26,447

15,000

20,000

25,000

30,000

H15/9 H16/9 H17/9 H18/9 H19/9 H20/9 H21/9 H22/9

（億円） 当行の京都府内預金残高（ＮＣＤ除く）

37,653
38,425

39,483

41,378

43,511
44,703

46,570
47,226

35,000

40,000

45,000

50,000

H15/9 H16/9 H17/9 H18/9 H19/9 H20/9 H21/9 H22/9

（億円）

２．京都府内の状況②貸出金・預金

当行の京都府内預貸金は、ともに増加基調。シェアについても拡大を続ける。

H2０/９以降、シェア算出基準変更により各金融機関の預貸金シェアは約0．2％低下
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2.9%

72.5%

2.4%

4.2%

18.0%

都銀 当行 地銀（当行除く） 信用金庫 その他

16.8%

2.7%
5.5%

72.3%

2.7%

貸出金主体別比率
（平成２１年度･平残ベース）

公共
7.2%

企業
27.8%

個人
65.0%

滋賀県内の貸出金・預金（NCD含む）残高と店舗数

135

338

811

1,039

1,211

1,385
1,546

1,715

111
327

410
512

640
749

863

1,056
1,214

1,408

1,865
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H13/9 H14/9 H15/9 H16/9 H17/9 H18/9 H19/9 H20/9 H21/9 H22/9

0

2

4

6

8

10

12

貸出金 預金 滋賀県内店舗数（右軸）

滋賀エリア進出（平成１２年１２月草津支店開設）１０周年。貸出金シェアは５％を超え、今後１０％を目指す。

滋賀県における貸出金･預金（NCD除く）シェア

（Ｈ２２／９末）

滋賀県における貸出金･預金（NCD除く）シェア

（Ｈ２２／９末）

（ヵ店）（億円）

彦根

近江八幡

栗東草津

南草津

瀬田
石山

大津

西大津

堅田

水口支店
　平成２３年３月開設予定

滋賀営業本部（平成２２年４月設置）滋賀営業本部（平成２２年４月設置）

当行の県内店舗数

（Ｈ２３／３末予定）
１２ヵ店

人口 １４０万人 （２８位）

民営事業所総数 ５．７万ヵ所 （３５位）

工場立地動向 ２２件 （１７位）

新設住宅着工戸数 ０．９万戸 （２４位）

県内総生産（名目） ６．０兆円 （２３位）

貸出金
３．４兆円

貸出金
３．４兆円

預金
５．９兆円

預金
５．９兆円

（出所）　日銀京都支店HP参照。グラフ当行作成。

八日市支店
平成２２年９月２１日開設

滋賀県エリアのマーケット

当行シェア当行シェア

３．新設店の状況①滋賀県

甲賀市

八日市支店
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貸出金主体別比率
（平成２１年度･平残ベース）

公共
11.9%

個人
25.0% 企業

63.1%

9.5%

59.3%

27.9%

1.0%

2.3% 2.5%

10.3%

0.8%

17.4%

69.0%

都銀等 当行 地銀（当行除く） 信用金庫 信用組合

大阪府における貸出金・預金（ＮＣＤ含む）シェア
（当行Ｈ２２／９末、大阪府全体Ｈ２１／３末）　

大阪府における貸出金・預金（ＮＣＤ含む）シェア
（当行Ｈ２２／９末、大阪府全体Ｈ２１／３末）　

大阪府内新設店舗の貸出金・預金（ＮＣＤ含む）残高と店舗数

60

341

618

811

1,109

1,391

1,571

110 156 206
313

440
535

763

964

1,751
1,634

30

4 4
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9

11
12

13
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1,000

1,200

1,400
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1,800

2,000

H14/9 H15/9 H16/9 H17/9 H18/9 H19/9 H20/9 H21/9 H22/9

0

2

4

6

8

10

12

14

貸出金 預金 大阪府内新設店舗数（右軸）

（ヵ店）（億円）

当行の府内店舗数

（Ｈ２３／３末予定）
２４ヵ店

人口 ８８０万人 （３位）

民営事業所総数 ４５万ヵ所 （２位）

工場立地動向 ２８件 （１１位）

新設住宅着工戸数 ５．４万戸 （４位）

県内総生産（名目） ３８．９兆円 （２位）

貸出金
４３．７兆円

貸出金
４３．７兆円

預金
６２．３兆円

預金
６２．３兆円

大阪府エリアのマーケット

茨木

吹田

門真

城東
鴻池新田

八尾

東大阪
難波

大阪中央

新大阪

堺

当行シェア

当行
シェア

３．新設店の状況②大阪府

（出所）　金融ジャーナル　金融マップ2010年版　（全体の預貸金残高は平成21年3月末時点。業態は大手銀行、地方銀行、
　　　　　 信用金庫、信用組合を抽出。地銀には、第二地銀を含む。当行預貸金は平成22年９月末時点の数値でシェア算出）

新石切支店
平成２３年１月１７日開設予定

交野支店
　平成２３年１月２４日開設予定

豊中

千里中央

金融激戦区で更に店舗網を拡充し、近畿最大の地銀として存在感を高める。

吹田支店
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貸出金主体別比率
（平成２１年度･平残ベース）

公共
13.0%

企業
46.0%

個人
41.0%

27.7% 49.7%

18.7%

0.2%
都銀等 当行 地銀（当行除く） 信用金庫 信用組合

3.7%3.3%

0.5%

27.1%

41.5%27.5%

川西

六甲道

神戸

西宮
尼崎

ＪＲ尼崎駅前

兵庫県内の貸出金・預金(NCD含む）残高と店舗数

90

236
296

464

605

726

14 38 76

356

464 439

2 2 2

5

7 7

0
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400
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700

800

H17/9 H18/9 H19/9 H20/9 H21/9 H22/9

0

2

4

6

8

10

12

貸出金 預金 兵庫県内店舗数（右軸）

（ヵ店）（億円）当行の県内店舗数

（Ｈ２３／３末予定）
７ヵ店

人口 ５５８万人 （７位）

民営事業所総数 ２３万ヵ所 （７位）

工場立地動向 ５４件 （１位）

新設住宅着工戸数 ３．１万戸 （７位）

県内総生産（名目） １９．１兆円 （７位）

貸出金
１４．４兆円

貸出金
１４．４兆円

預金
２７．１兆円

預金
２７．１兆円

兵庫県エリアのマーケット

当行シェア
当行シェア

３．新設店の状況③兵庫県

人口・県内総生産などのマーケットは京都府の約２倍の規模であり、法人・個人バランス良く取引を拡大

大阪府大阪府

兵庫県兵庫県

（出所）　金融ジャーナル　金融マップ2010年版　（全体の預貸金残高は平成21年3月末時点。業態は大手銀行、地方銀行、
　　　　　 信用金庫、信用組合を抽出。地銀には、第二地銀を含む。当行預貸金は平成22年９月末時点の数値でシェア算出）

兵庫県における貸出金・預金（ＮＣＤ含む）シェア
（当行Ｈ２２／９末、兵庫県全体Ｈ２１／３末）　

兵庫県における貸出金・預金（ＮＣＤ含む）シェア
（当行Ｈ２２／９末、兵庫県全体Ｈ２１／３末）　

伊丹支店

伊丹
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2.5%

59.9%

23.7%13.6%

0.3%

31.6%

51.3% 1.0%

15.6%

0.5%

都銀等 当行 地銀（当行除く） 信用金庫 信用組合

貸出金主体別比率
（平成２１年度･平残ベース）

企業
31.2%

個人
68.8%

奈良県内の貸出金・預金（ＮＣＤ含む）残高と店舗数

36

115
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361
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40 98
157

501
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671

374
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貸出金 預金 奈良県内店舗数（右軸）

（ヵ店）（億円）

当行の県内店舗数

（Ｈ２３／３末予定）
６ヵ店

人口 １３９万人 （２９位）

民営事業所総数 ４．９万ヵ所 （４０位）

工場立地動向 ２１件 （１８位）

新設住宅着工戸数 ０．６千戸 （３０位）

県内総生産（名目） ３．７兆円 （３６位）

貸出金
２．８兆円

貸出金
２．８兆円

預金
６．８兆円

預金
６．８兆円

京都府

奈良

登美ヶ丘

高の原

大和郡山

橿原

生駒

大阪府
奈良県

大阪府のベッドタウンとして成長するエリアへ集中的に店舗を設置

奈良県エリアのマーケット

当行シェア

当行シェア

３．新設店の状況④奈良県

（信用組合）（信用組合）

（出所）　金融ジャーナル　金融マップ2010年版　（全体の預貸金残高は平成21年3月末時点。業態は大手銀行、地方銀行、
　　　　　 信用金庫、信用組合を抽出。地銀には、第二地銀を含む。当行預貸金は平成22年９月末時点の数値でシェア算出）

奈良県における貸出金・預金（ＮＣＤ含む）シェア
（当行Ｈ２２／９末、奈良県全体Ｈ２１／３末）　

奈良県における貸出金・預金（ＮＣＤ含む）シェア
（当行Ｈ２２／９末、奈良県全体Ｈ２１／３末）　

橿原市橿原市

生駒市生駒市

大和郡山市大和郡山市

奈良支店
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緊急保証制度の取組実績

2,707

1,767

139
397

6,306

10,013

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H20/11 Ｈ21/9 Ｈ22/9

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

実行累計額
取扱件数(右軸）

４．企業取引の強化①地域密着型金融の推進

中小企業等（個人含む）貸出金残高

16,00516,18015,94315,947

10,473 11,187 11,702 12,246

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H19/9 H20/9 H21/9 H22/9

中小企業 個人（億円）

（件）
（億円）

26,421 27,131

信用保証協会保証付貸出金等残高

3,7123,606
2,8512,786

185 197

205 192

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H19/9 H20/9 H21/9 H22/9

貸出金 私募債

3,0482,972

3,812
（億円）

27,883

「緊急保証制度」の積極的な活用による　円滑な金融支援

中小企業等貸出金（個人含む）は年間３６８億円増加中小企業等貸出金（個人含む）は年間３６８億円増加

信用保証協会付貸出金等は年増92億円信用保証協会付貸出金等は年増92億円

中小企業再生支援融資制度　実行累計額

76

112

159

228

0

50

100

150

200

250

H19/9 H20/9 H21/9 H22/9

（億円）

地域の再生支援協議会等を活用した再生支援地域の再生支援協議会等を活用した再生支援

事業性貸出先数

27,393

28,037

26,892
26,844

26,000

26,500

27,000

27,500

28,000

28,500

H19/9 H20/9 H21/9 H22/9

新規融資獲得先数

1,206
1,234

1,3491,362
1,319

1,618

1,543

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

19年度 20年度 21年度 22年上

上期 下期

（先）（先）

新規融資先の獲得強化により、事業性融資基盤を拡充新規融資先の獲得強化により、事業性融資基盤を拡充

（億円）（件）

緊急保証制度の実績は　累計10,013件/2,707億円緊急保証制度の実績は　累計10,013件/2,707億円

28,251

3,904
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医療・福祉向け貸出残高

1,373

1,312

1,257
1,243

1,202

1,078

1,926

1,760

1,543 1,570 1,603
1,658

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

H17/9 H18/9 H19/9 H20/9 H21/9 H22/9

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

貸出残高 貸出先数(右軸）

（億円） （先） 病院・医院に対する貸出実行額（法人部サポート実績）

0.2

23.3

0.2
2.3

4.8

12.1

0

5

10

15

20

25

30

医院開業 医院設備 肩代り 病院施設等 介護施設 その他

21年上期 21年下期 22年上期

（億円）

４．企業取引の強化②成長分野への支援強化
日本銀行の新資金供給制度を活用した成長基盤強化に向けた取組み

　　

取組名称　｢ 地域活性化融資プログラム ｣取組名称　｢ 地域活性化融資プログラム ｣

総額７０件／７１億円の融資取組（平成２２年７～９月）総額７０件／７１億円の融資取組（平成２２年７～９月）

取組上位５分野 分野 件数

1 医療・介護・健康関連事業 ３２件

2 新たな雇用を伴う設備資金等 １３件

3 研究開発、新技術開発資金 ６件

4 事業再編・M＆A資金 ５件

5 地域の観光事業に関する資金 ４件

法人部　業種別専門営業部、観光支援室を中心に、業種に対する
情報・ノウハウを活かしたコンサルティング営業を展開

法人部　業種別専門営業部、観光支援室を中心に、業種に対する
情報・ノウハウを活かしたコンサルティング営業を展開

法人部　業種別専門営業部法人部　業種別専門営業部

バイオ・ナノテク・環境バイオ・ナノテク・環境

医療・福祉医療・福祉 建設・不動産建設・不動産

情報通信・ソフトウェア情報通信・ソフトウェア

電子部品・機械金属電子部品・機械金属特定法人特定法人

法人部　観光支援室法人部　観光支援室

医療関連業種に対しては、行政、医療メーカー、ハウスメーカ等とも連携し、具体的なサポートを実施医療関連業種に対しては、行政、医療メーカー、ハウスメーカ等とも連携し、具体的なサポートを実施
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行政と連携し、京都企業の中国進出支援を強化行政と連携し、京都企業の中国進出支援を強化

外国為替取引・新規獲得先数

87 89
133

178 176

81 100

100

140

0

50

100

150

200

250

300

350

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

下期

上期

168
189

233

318
（先） 貿易為替取扱高(貿易外は除く）

18.9
33.9

45.4 39.9 35.9

29.6

41.7

52.3

40.1

0

20

40

60

80

100

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

下期

上期

（億ドル）

京都企業支援ネットワーク
事務局：京都銀行（上海駐在員事務所）

京都企業支援ネットワーク
事務局：京都銀行（上海駐在員事務所）

２２年１０月
上海市で設立

２２年１０月
上海市で設立

京都府上海
ビジネスサポートセンター

（京都府・財団法人京都産業２１）

京都府上海
ビジネスサポートセンター

（京都府・財団法人京都産業２１）

中国企業
中国企業中小企業中小企業

２２年１０月
上海市に開所

２２年１０月
上海市に開所

連携

取引
仲介等 商談会の

開催等

商取引

ビ
ジ
ネ
ス
支
援

大手京都企業【オムロン（株）、京セラ（株）、（株）島津製作所、ローム（株）等】や

弁護士等（参加者数　約１００名）が参加する「京都企業支援ネットワーク」が発足
開催時期 イベント

当行取引先の

参加企業数

２２年１月 「上海ビジネス交流会　２０１０」開催 ４５社

２２年６月 第３回「香港・華南地区日系企業ビジネス交流会」開催 １８社

２２年７月 「上海ビジネス交流会　実務セミナー」開催 ２２社

２２年９月 「日中ものづくり商談会＠上海２０１０」開催 ２２社

２２年１１月 「２０１０大連・地方銀行合同ビジネス商談会」開催 １２社

４．企業取引の強化③海外支援の強化

海外進出企業に対する支援強化により、外国為替取引等を拡大海外進出企業に対する支援強化により、外国為替取引等を拡大

「京都銀行金融大学校」に、海外支援業務強化に向けた

　　　　「 『 アジア視察編 』 支店長講座 」をスタート　　

海外進出企業に対する支援強化海外進出企業に対する支援強化

部長・支店長全員が中国を視察部長・支店長全員部長・支店長全員が中国を視察が中国を視察
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５．住宅ローンの状況

住宅ローンの（１ヵ月以上）延滞金額･延滞比率

46

60
65 63

51

0.39%

0.50%
0.52%

0.49%

0.39%

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

H20/9 H21/3 H21/9 H22/3 H22/9

0.00%

0.10%

0.20%

0.30%

0.40%

0.50%

0.60%

延滞金額（左軸） 延滞比率（右軸）

住宅ローン・ランク上位先の実行比率
（ランク上位先は行内基準・京都信用保証サービス保証扱い分のみ）

53.7%

57.9%

64.2%

70.4%

73.6%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

20年上期 20年下期 21年上期 21年下期 22年上期

（億円）

住宅ローン残高

12,494
13,174

11,873
10,986

5,000

8,000

11,000

14,000

H19/9 H20/9 H21/9 H22/9

住宅ローン実行額

834829

1,035

760

971
867907

0

300

600

900

1,200

19年度 20年度 21年度 22年上

上期 下期

地域別の住宅ローン実行額

0

50

100

150

200

250

300

350

400

京都市内 京都市外 大阪 滋賀 奈良 兵庫

20上 21上 22上

（億円） （億円） （億円）

＋621

＋88７

住宅ローン残高は１兆３，１７４億円（年増６８０億円）住宅ローン残高は１兆３，１７４億円（年増６８０億円）

＋680

良質案件で住宅ローンを積上げ。延滞比率は０．３９％まで低下。良質案件で住宅ローンを積上げ。延滞比率は０．３９％まで低下。

＊行内管理資料より作成 ＊行内管理資料より作成
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貸出金構成比(２２年上期平残）

公共
10.1%

事業性（一般）
34.1%

事業性（市場性）
20.5%

個人ローン
35.3%

貸出金構成比（２０年上期平残）

公共
8.1%

事業性（一般）
39.1%

事業性（市場性）
17.9%

個人ローン
34.9%

６．利回と貸出資金利益の状況

国内貸出資金利益

572

564

576

550

560

570

580

20年度 21年度 22年度計画

（億円）

国内預金等利回

0.35

0.24
0.21

0.15
0.12

0.30

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

0.40

20年上 20年下 21年上 21年下 22年上 22年下

（％）

（計画）

▲０．０６％▲０．０６％

貸出金利回貸出金利回

２２年４月　（１回目）　定期性預金金利の引き下げ

２２年５月　（２回目）　定期性預金金利の引き下げ

２２年６月　（　　　　）　普通預金金利の引き下げ（0．04％⇒0．02％）

２２年９月　（３回目）　定期性預金金利の引き下げ

国内貸出金利回

2.12

1.20 1.16

0.99

0.88

0.77
0.68

2.35 2.36

2.18
2.11

2.07

1.62 1.651.70
1.79

1.85
1.951.97

2.10
2.03

1.89 1.85

2.00

2.28

1.53
1.551.581.61

1.65

0.60

1.20

1.80

2.40

20年上 20年下 21年上 21年下 22年上 22年下

（％）

国内貸出利回国内貸出利回

個人ローン個人ローン

（計画）

事業性貸出（一般）事業性貸出（一般）

事業性貸出（市場性）事業性貸出（市場性）

「「０．０１％」を徹底的にこだわることで、０．０１％」を徹底的にこだわることで、
貸出資金利益を拡大貸出資金利益を拡大

国内預貸利回差国内預貸利回差

預金等利回預金等利回



19

７．個人金融資産の拡大

投資信託・保険の個人向け販売額

199
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投資信託

個人年金

（億円）

370
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投資信託・保険の収益
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投資信託

個人年金

（億円）

個人預金残高

36,556

34,379

32,630

35,420
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30,000

35,000

40,000

H19/9 H20/9 H21/9 H22/9

（億円） 給与振込先数・年金受取件数

40.8 41.2 41.5 41.3 41.3 40.9 41.041.2

17.6 17.9 18.2 18.7
19.5 19.9

19.0

20.2

25

30

35

40

45

H19/3 H19/9 H20/3 H20/9 H21/3 H21/9 H22/3 H22/9
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35

給与振込先数（左軸）

年金受取件数（右軸）

（万先） （万件）

年金受取件数が20万件を突破年金受取件数が20万件を突破

給振先数が期中増加に転じる給振先数が期中増加に転じる

２２年上期は一時払終身保険の販売が拡大

個人預金個人預金

預り資産預り資産

＋1,136

＋1,041

＋1,749

給振･年金取引の推進強化により、個人預金残高は増加を続ける。

540 18

9

12
14

16
17
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環境に配慮した店舗づくり

投資信託　『グリーン世銀債ファンド』で“緑の地球”　と　“幼い命”　を守るキャンペーン　を展開

金融商品で社会貢献活動

●LED照明と京都産木材を使用した天井ルーバー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円町支店）　

●滋賀産木材を使用したカウンターと

　　ソファー（八日市支店）　　

女性行員によるプロジェクトチーム　｢なでしこ応援プロジェクト｣　の企画第２弾！！

●太陽光発電計測パネル

　　　　　　　　　　　　　　（久御山町支店）　

　

購入者に対し、本キャンペーンへの賛同に
謝意を表し、 「感謝盾」（パズル＆写真立て）を贈呈

「グリーン世銀債ファンド」の購入金額に合わせ
て、一定額をワクチン募金に寄付いたします。

「グリーン世銀債ファンド」の購入金額に合わせ
て、一定額をワクチン募金に寄付いたします。

購入資金は、主に世界銀行が発行するグリー
ンボンドへの投資を通じて「地球温暖化防止プ
ロジェクト」に活用されます。

購入資金は、主に世界銀行が発行するグリー
ンボンドへの投資を通じて「地球温暖化防止プ
ロジェクト」に活用されます。

８．社会貢献活動

途上国での
ワクチン接種

途上国の温暖化防止
プロジェクト

地球環境を守る

幼い命を守る

＋投資信託ご購入
寄付

販売額１００万円あたり
ポリオワクチン２０人分
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９．ナビゲーションを活用した営業支援

双方向ナビゲーション端末双方向ナビゲーション端末

申込書作成不要・印鑑不要、お客さま・行員の
双方向操作による新しい窓口オペレーション体制

～平成２２年下期試行開始～

１．ナビゲーション機能で渉外活動をサポート

２．渉外活動情報を電子化することで渉外業務、帰店後事務等を効率化

３．他システムとの連携により各種情報を確認しながらの提案が可能

４．情報セキュリティの強化

iiＰａｄを活用して営業強化Ｐａｄを活用して営業強化

営業渉外担当

◆訪問予定策定

◆案件登録

◆業務日誌出力

顧客先顧客先

ナビに従いヒアリングナビに従いヒアリング

情報情報

渉外活動渉外活動

融資システム

営業店営業店

渉外ナビゲーションシステム

支店長・営業役席

◆案件情報管理

◆案件交渉管理

案件管理
渉外業務と融資業務の

連携

稟 議

実 行

管 理

個人金融アドバイザー

◆案件情報管理

◆案件交渉管理

本部本部

案件管理

渉外ナビゲーションシステム渉外ナビゲーションシステム

店頭営業店頭営業

渉外活動渉外活動

店頭営業から渉外活動へ
ナビゲーション機能の活用を発展




